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(54) 発 明の名称 ：測定装置

(57) Abstract: The present invention addresses the problem
whereby irradiation with an inclined excitation light worsens
the reproducibility of measurement of the skin status. A
measurement device (1) provided with an irradiation unit (7)
for irradiating a biological body with excitation light guided
：from an excitation light source (5), and a light-receiving unit
(8) for receiving a fluorescent light created by the irradiation
with the excitation light, the measurement device (1) having
a first contact unit (14) for holding the irradiation unit (7)
and making contact with the biological body, and second
contact units (15, 16, 115) for making contact with the biolo
gical body on substantially the same plane as a contact sur
face at which the first contact unit (14) makes contact with
the biological body.

(57) 要 約 ： 励 起 光 を傾 けて 照 射 す る こ と に よ
リ、皮膚状態の測定の再現性が悪 くな る。 励起
光源 （5 ) か ら導光 され る励起 光 を生体 に照射す
る照射部 （7 ) と、励起 光の照射 によって生 じる
蛍光 を受光す る受光部 （8 ) とを備 える測定装置
( 1 ) であって、照射部 （7 ) を保持す るととも

に生体 に接触 す る第 1 接触部 （1 4 ) と、第 1接
触部 （1 4 ) が生体 と接触 す る接触 面 とほぼ同一
平面にて、生体 と接触 す る第 2 接触部 （1 5 1
6 1 1 5 ) とを有 している。



明 細 書

発明の名称 ：測定装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、肌の状態を測定する測定装置に関する。

背景技術

[0002] 従来、抗糖化 （抗加齢）化粧品として、肌に蓄積 したA G E s (Advanced

GLycat i on Endproducts ；後期糖化反応生成物）の低減を目的としたものが商

品化されている。このA G E s は、タンパク質と、糖質や脂質との非酵素的

糖付加反応 （メイラ一 ド反応）により形成される最終生成物であり、黄褐色

を呈 し、その一部は蛍光を発する物質である。また、 A G E s は、近くに存

在する構造蛋白質と結合 して架橋を形成する性質を有 している。特にA G E

s と真皮を構成 しているコラーゲンとの架橋は、皮膚の弾力性を低下させ、

また、 しわやくすみの原因としても問題となっている。そのため、 A G E s

をモニタリングすることで、肌の健康状態、老化を評価することができる。

[0003] 皮膚中に蓄積 したA G E s 量を正確に評価可能な装置は、 A G E s を減少

させる市販のクリーム等によるケアの必要性を、ユーザに認識させる手段と

して有用である。

[0004] 皮膚状態を評価可能な装置として、特許文献 1 のような装置が知られてい

る。特許文献 1 では、少なくとも一つ以上の光源から照射された励起光を皮

膚に照射 し、皮膚から反射された蛍光をパラメータ一とすることによって、

皮膚状態を測定する装置が開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：米国特許第 2 0 0 7 / 0 0 0 4 9 7 2 ( 2 0 0 7 年 1 月4 日公開

)

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題



[0006] 励 起 光 は、 皮膚表 面 に対 して垂 直 に照 射 され る こ とが好 ま しい。 しか しな

が ら、 前 記特 許 文献 1 に開示 され て い る よ うな皮膚状 態 を評価 す る装 置 で あ

れ ば、 励 起 光 を皮膚表 面 に照 射 す る と きに、 皮膚表 面 に対 して傾 けて プ ロ一

プを接 触 させ て しま う と、 傾 けた角度 の ま ま励 起 光 を照 射 して しま う とい う

問題 が生 じる。

[0007] なぜ な ら、 特 許 文献 1 に記載 の装 置 で は、 ユ ーザ が、 プ ロ一 プを皮膚表 面

に接 触 させ る と き、 プ ロ一 プが皮膚表 面 に接 触 す る面 が適切 にな るか ど うか

は、 ユ ーザ の接 触 させ方 次 第 で あ るか らで あ る。 も し、 ユ ーザ が プ ロ一 プを

傾 けた状 態 で皮膚 に接 触 させ た と して も、 それ を修 正 す る手 段 は プ ロ一 プに

は備 え られ て いな い。 その ため、 皮膚表 面 に対 して、 傾 けた角度 で励 起 光 を

照 射 し、 皮膚状 態 を測 定 す る こ とにな るの で、 測 定 の再 現 性 が悪 くな る。

[0008] 本 発 明 は、 前 記 問題 点 に鑑 み て な され た もの で あ り、 ユ ーザ が、 プ ロ一 プ

を傾 けて皮膚表 面 に接 触 させ た と きで あ って も、 プ ロ一 プが傾 けて皮膚表 面

に接 触 して い る こ とを、 ユ ーザ に伝 達 す る こ とに よ り、 ユ ーザ 自身 で プ ロ一

プの傾 きを修 正 し、 測 定 の再 現 性 を向上 させ る こ とが で きる測 定装 置 を提 供

る と 【しめ る 。

課題 を解決するための手段

[0009] 本 発 明 の一態様 に係 る測 定装 置 は、 励 起 光源 か ら導 光 され る励 起 光 を生体

に照 射 す る照 射部 と、 前 記励 起 光 の照 射 に よ って生 じる蛍光 を受光 す る受光

部 とを備 え る測 定装 置 で あ つて、 前 記 照 射部 を保 持 す る と とも に前 記 生体 に

接 触 す る第 1 接 触 部 と、 前 記 第 1 接 触 部 が前 記 生体 と接 触 す る接 触 面 とほ ぼ

同一平 面 にて、 前 記 生体 と接 触 す る第 2 接 触 部 とを有 して い る もの で あ る。

発明の効果

[001 0] 本 発 明 に係 る測 定装 置 は、 前 記 の よ うに構 成 され る こ とに よ り、 適切 に励

起 光 を照 射 す る こ とが で き、 測 定 の再 現 性 を高 め る こ とが で きる。

図面の簡単な説明

[001 1] [ 図 1] 図 1 の （a ) は、 本 発 明 の一実施 形 態 に搭 載 され る プ ロ一 プの構 成 を正

面 か らみ た 図 で あ り、 図 1 の （b ) は、 プ ロ一 プを上 方 か ら見 た 図 で あ る。



[ 図2] 図 2 は、本発明の一実施形態 に係 る測定装置の構成 を示す図である。

[ 図3] 図 3 の （a ) 、 図 3 の （b ) 、 および図 3 の （c ) は、 図 1 の （a ) に

示す突起構造の他の構成例 を示す図である。図 3 の （d ) は、突起構造の代

替構成である隆起構造 をプロ一プ先端部 に設 けた ときの構成 を示す図である

[ 図4] 図 4 は、 プロ一プのバ ン ドル ファイバ一通過穴に挿入されるバ ン ドル フ

アイバーの断面図を示 した図である。

[ 図5] 図 5 の （a ) は、突起構造 に接触電極 が配置 された構成 を、 プロープの

正面か らみた ときの構成 を示す図である。図 5 の （b ) は、突起構造 に接触

電極 が配置 された状態 を、 プロープの上方か らみた ときの構成 を示す図であ

る。

[ 図6] 図 5 の （b ) に示 される接触電極 に接続 される電気回路の構成 を示す図

である。

[ 図7] プロ一プが皮膚表面 に適切 に接触 していることを判定するプロセスを示

すフ口一チヤ一 卜である。

[ 図8 ] 本発明の一実施形態 に係 る測定装置 に設 け られるプローブに可動機構 を

配置 した ときを示すプロープの縦断面図である。

[ 図9] 図 9 の （a ) は X 方向可動部 を上方か らみた図であ り、図 9 の （b ) は

X 方向可動部 を正面か らみた図であ り、図 9 の （c ) は X 方向可動部 を下方

か らみた図であ り、図 9 の （d ) は、 X 方向可動部 を側方か らみた図である

[ 図 10] 図 1 0 の （a ) は、 図 8 の プロープに設 け られる Y 方向可動部 を上方

か らみた図であ り、図 1 0 の （b ) は、 Y 方向可動部 を正面か らみた図であ

り、図 1 0 の （c ) は、 Y 方向可動部 を下方か らみた図であ り、図 1 0 の （

d ) は、 Y 方向可動部 を側方か らみた図である。

[ 図 11] 図 8 の プロ一プに設 け られるプロ一プ取手部 を示す縦断面図である。

[ 図 12] 図 1 2 の （a ) は、 Z 方向可動部 を取 り付 けた ときのプロ一プを示す

縦断面図であ り、図 1 2 の （b ) は、 Z 方向可動部 を取 り付 けた ときの X 方



向可動部とY 方向可動部を側方からみた図である。

発明を実施するための形態

[001 2] 本発明の実施形態について、図 1 〜図 1 2 に基づいて説明すると以下の通

りである。

[001 3] なお、説明の便宜上、前記実施の形態にて説明 した図面と同 じ機能を有す

る部材については、同 じ符号を付記 し、その説明を省略する。また、本発明

は後述の各実施形態に限定されるものではなく、請求項に示 した範囲で種々

の変更が可能であり、異なる実施形態にそれぞれ開示された技術的手段を適

宜組み合わせて得 られる実施形態についても本発明の技術的範囲に含まれる

[0014] 本発明に係る測定装置は、プロープの先端を人間の皮膚表面に接触させ、

皮膚表面に励起光を照射 し、照射された励起光によって発生 した蛍光を受光

することにより、皮膚に生 じる後期糖化反応性生物 （以下 A G E s ) を測定

するための装置である。励起光は、皮膚表面に対 して、垂直に照射されるこ

とが好ましい。なぜなら、本発明が測定の対象としているA G E s は、皮膚

の表面だけでなく、皮膚の内部にも蓄積 しているものであり、励起光の損失

をできるだけ軽減 し皮膚の深部にまで励起光を照射する必要があるからであ

る。本発明は、励起光を皮膚表面に対 して、簡易に垂直に照射することがで

きるような装置を実現することを目指 したものである。

[001 5] すなわち、本発明は、励起光を生体に照射する照射部を保持するとともに

生体に接触する第 1 接触部と、当該第 1 接触部が生体と接触する接触面とほ

ぼ同一平面にて、生体と接触する第 2 接触部とを設けることで、ユーザにプ

口一プを垂直に皮膚表面に接触させることができていないことをユーザに伝

達することにより、ユーザ自身でプロ一プを垂直に皮膚表面に接触させるよ

うに修正できる測定装置である。

[001 6] 〔1 . 測定装置概要について〕

図 2 は、本発明の一実施形態に係る測定装置 1 の構成を示す図である。図

に示すように、測定装置 1 は、測定装置本体部 2 と、バ ン ドル ファィバ一



3 と、 プロ一プ 4 とか ら構成 されている。

[001 7] そ して、測定装置本体部 2 は、励起光源 5 および分光器 6 が備 え られてい

る。励起光源 5 には、バ ン ドル ファイバ一 3 で束ね られている励起側光 ファ

ィバー （照射部） 7 が接続 され、分光器 6 には、受光側光 ファイバ一 （受光

部） 8 が接続 されている。バ ン ドル ファイバ一 3 の測定装置本体部 2 の反対

側の先端 は、 プロ一プ 4 に接続 されている。

[001 8] 励起光源 5 で生成 される励起光は、 A G E s を測定するために適 している

波長範囲であることが望 まれる。つまり、励起光源 5 か ら生成 される励起光

は、 U V A の領域である 3 5 ~ 4 0 0 n m の波長 を有するものであること

が好 ま しい。 当該領域の波長 を有する光 を励起光 とすることによって A G E

s を適切 に測定することがで きる。

[001 9] さ らに、分光器 6 は、受光側光 ファイバ一 8 で導光 されて きた蛍光 を検 出

し、分析するものである。 その分析 された結果は、表示部 9 に送信 される。

表示部 9 は、映像 を表示で きるものであれば何でもよ く、例 えば、専用の液

晶表示装置、 C R T 、パ ソコンやテ レビ等が挙 げ られる。

[0020] 〔2 . プロ一プにおけるX 方向可動装置の構成 について〕

図 1 の （a ) は、測定装置 1 に搭載 されるプロ一プ 4 の構成 を正面か らみ

た図であ り、図 1 の （b ) は、 プロ一プ 4 を上方か らみた図である。

[0021 ] 図 1 の （a ) に示すように、本実施形態 に係 るプロ一プ 4 は、 プロ一プ取

手部 1 0 ( プロ一プ本体部） と、 プロ一プ先端部 1 1 とを備 えている。

[0022] そ して、 プロ一プ先端部 1 1 の皮膚表面 に接触 させる側 には、接触平面 1

2 が配置 されている。 また、 プロ一プ取手部 1 0 の中心 には、 ノくン ドル ファ

ィバ一 3 を揷入するバ ン ドル ファイバ一通過穴 1 3 が形成 されている。バ ン

ドル ファイバ一通過穴 1 3 は、 プロ一プ 4 において、接触平面 1 2 か ら、 そ

の反対側 まで貫通するように形成 されている。

[0023] また、接触平面 1 2 は、接触部 （第 1 接触部） 1 4 と、突起構造 （第 2 接

触部） 1 5 とか ら構成 されている。接触部 1 4 は皮膚表面 に接触 させるもの

であ り、 プロ一プ先端部 1 1 の中心 に配置 されている。一方で、突起構造 1



5 は、接触部 1 4 が皮膚表面と接触する接触面とほぼ同一平面にて皮膚表面

に接触するよう、プロ一プ先端部 1 1 から隆起するものである。

[0024] さらに、突起構造 1 5 は、図 1 の （b ) に示すように、接触部 1 4 の周囲

に4 箇所配置される。 4 箇所の突起構造 1 5 は、接触部 1 4 の中心から、任

意に定めた長さの半径の円周上に等間隔で配置すればよい。なお、接触部 1

4 の皮膚表面に接触する側の面と、突起構造 1 5 の皮膚表面に接触側する先

端との間には、 1 m m程度の高低差が存在 してもよい。

[0025] 前記のように突起構造 1 5 を4 箇所配置することによって、 4 箇所すベて

が皮膚表面に接触 したときに、接触部 1 4 が皮膚表面に対 して適切に接触 し

たことになる。突起構造 1 5 がすべて皮膚表面に接触 したかどうかは、ュ一

ザ自身が皮膚の感覚で判断する。もし、 4 箇所の突起構造 1 5 のうち 2 箇所

しか接触 していないことをユーザ自身が感 じれば、 4 箇所すベて接触 してい

ると感 じられるように、ユーザ自身がプロ一プ4 を動かすことで修正する必

要がある。

[0026] 前記のように、突起構造 1 5 のすべてがュ一ザの皮膚表面に接触 している

ことを確実に感 じるためには、接触部 1 4 の中心から 1 c m程度の半径の円

周上に突起構造 1 5 が配置されていることが好ましい。なぜなら、突起構造

1 5 がすべて皮膚に接触 したかどうかは、個人差はあるが、接触部 1 4 の中

心から 1 c m程度離れたところに配置すると、突起構造 1 5 が接触 したこと

を大半のュ一ザが認識できると想定されるためである。

[0027] 〔3 . 突起構造の配置および隆起構造の形状について〕

図 3 の （a ) 、図 3 の （b ) 、および図 3 の （c ) は、突起構造 1 5 の他

の構成例を示す図である。また、図 3 の （d ) は、突起構造 1 5 の代替構成

である隆起構造 1 6 (詳細は後述する）をプロ一プ先端部 1 1 に設けたとき

の構成を示す図である。

[0028] 図 3 の （a ) に示すように、プロ一プ先端部 1 1 には、 2 箇所の突起構造

1 5 を配置 してもよい。あるいは、図 3 の （b ) に示すように、プロ一プ先

端部 1 1 には、 3 箇所の突起構造 1 5 を配置 してもよいし、図 3 の （c ) に



示すように、 6 箇所の突起構造 1 5 を配置 してもよい。 さらに、図 3 の （a

) 〜図 3 の （c ) に示すように、突起構造 1 5 は、接触部 1 4 を中心 とする

円周上に配置され、各々の突起構造 1 5 が等間隔に配置されているのであれ

ば、突起構造 1 5 の数は適宜変更 してもよい。各々の突起構造 1 5 が等間隔

で配置される理由は、各々の突起構造 1 5 がユーザの皮膚表面に与える圧力

を均一に しなければな らないか らである。なぜな ら、各々の突起構造 1 5 に

よって皮膚表面に対 して与え られる圧力が均一でなければ、突起構造 1 5 が

皮膚表面に接触 したと しても、突起構造 1 5 を平面であるとュ 一 ザが認識で

きな くなるためである。そのため、 プロ一プ4 の皮膚表面に対する傾 きをュ

—ザが正確 に判断できな くなる虞がある。 また、接触部 1 4 の中心か ら、半

径 1 c m程度の円周上に、突起構造 1 5 が配置されることが好ま しい。

[0029] さ らに、図 3 の （d ) に示すように、接触部 1 4 の周囲に円形状の隆起構

造 （第 2 接触部） 1 6 を設けてもよい。隆起構造 1 6 は、接触部 1 4 が皮膚

表面 と接触する接触面 とほぼ同一平面にて皮膚表面に接触するよう、 プロ一

プ先端部 1 1 か ら隆起するものである。

[0030] また、隆起構造 1 6 は、円形状である必要はな く、例えば、接触部 1 4 を

取 り囲む多角形であってもよい。ただ し、突起構造 1 5 の配置位置 と同様 に

、接触部 1 4 の中心か ら 1 c m程度離れた位置に隆起構造 1 6 が配置される

ことが好ま しい。

[0031 ] 以上より、突起構造 1 5 の配置箇所数 または隆起構造 1 6 の形状は、様 々

な形態をとることができ、設計のバ リエ一シ ョンを増やすことができる。

[0032] 〔4 . バ ン ドル フ ァイバ 一 の構成 につ いて〕

図 4 は、 プロ一プ4 のバ ン ドル ファイバ一通過穴 1 3 に揷入されるバ ン ド

ル ファイバ一 3 の断面図を示 した図である。 ノくン ドル ファイバ一 3 は、 2 種

類の光 ファイバ一を束ねる役割を してお り、励起側光 ファイバ一 7 と、受光

側光 ファイバ一 8 を束ねている。バ ン ドル ファイバ一 3 の中心 には、励起光

を皮膚表面に照射することにより、発生 した蛍光を受光する受光側光 フアイ

バ一 8 が配置されている。



[0033] また、受光側光ファイバ一8 の外周には、励起光を照射する励起側光ファ

ィバ一 7 が複数設けられている。ただ し、励起側光ファィバ一 7 および受光

側光ファイバ一 8 の配置関係は、図4 に示された配置に限定されるものでは

なく、適宜設定すればよい。

[0034] しか しながら、受光側光ファイバ一 8 は、バン ドルファイバ一 3 の外部か

らの光をなるベ く受光 しないよう、バン ドルファイバ一 3 の中心位置近傍に

設けられることが好ましい。また、励起側光ファイバ一 7 および受光側光フ

アイバ一 8 についての断面積 （太さ）も、適宜選択すればよい。

[0035] また、励起側光ファイバ一 7 は、励起光源 5 で発生させた励起光を、接触

部 1 4 が配置されている側まで導光 し、皮膚の表面に照射するものである。

また、皮膚表面に励起光を照射することにより発生 した蛍光は、受光側光フ

アイバ一 8 によって受光され、分光器 6 に導光される。

[0036] 5 . 接触電極を配置する構成について〕

さらに、プロ一プ先端部に配置されている突起構造に接触電極を設けるこ

とにより、突起構造が皮膚表面に接触 したかどうかを自動的に検知すること

ができる。この点について以下に説明する。

[0037] 図 5 の （a ) は、突起構造 1 1 5 に接触電極 1 1 7 b 1 1 7 d が配置さ

れた状態を、プロ一プ 1 0 4 の正面からみたときの構成を示す図である。ま

た、図 5 の （b ) は、突起構造 1 1 5 に接触電極 1 1 7 a . 1 1 7 b . 1 1

7 c 7 d が配置された状態を、プロ一プ 1 0 4 の上方からみたときの

構成を示す図である。

[0038] 図 5 の （a ) に示すように、突起構造 1 1 5 が皮膚表面に接触する側の先

端に、接触電極 1 1 7 b ないし接触電極 1 1 7 d は配置されている。また、

図 5 の （b ) に示すように、突起構造 1 1 5 はプロ一プ先端部 1 1 に4 箇所

配置されているため、それぞれの突起構造 1 1 5 に対 して 1 つずつ、接触電

極 1 1 7 a (接触電極 1 1 7 b ，接触電極 1 1 7 c ，接触電極 1 1 7 d ) が

配置されている。なお、図 5 の （a ) には接触電極 1 1 7 a ' 1 7 c は図

示されていないが、図 5 の （a ) に示す接触電極 1 1 7 b 1 1 7 d と同様



に、突起構造 1 1 5 の先端に接触電極 1 1 7 a 1 1 7 c は配置されている

[0039] また、図 6 は、接触電極 1 1 7 a ' 1 1 7 b ' 1 1 7 c ' 1 1 7 d と接続

される電気回路の構成を示す図である。図 6 で示すように、当該電気回路は

、表示部 1 0 9 と、接触電極 1 1 7 a ' 1 1 7 b ' 1 1 7 c ' 1 1 7 d と、

定電流源 1 1 8 と、制御部 1 1 9 と、電圧測定回路 1 2 0 とを備えている。

なお、表示部 1 0 9 と、定電流源 1 1 8 と、制御部 1 1 9 と、電圧測定回路

1 2 0 とは、測定装置 1 (図 2 ) の内部に設けられる構成であってもよいし

、測定装置 1 の外部に設けても構わない。そして、接触電極 1 1 7 a 1 1

7 b ' 1 1 7 c ' 1 1 7 d と、上記電気回路により、突起構造 1 1 5 や隆起

構造 （図 3 の （d ) 参照）などの第 2 接触部が皮膚表面に接触 したことを検

出する接触検出手段が構成される。

[0040] 定電流源 1 1 8 は、接触電極 1 1 7 a ' 1 1 7 b ' 1 1 7 c ' 1 1 7 d に

対 して電流を供給するものである。また、電圧測定回路 1 2 0 は、接触電極

1 7 a - 7 b - 7 c - 1 7 d のうち、 2 箇所の接触電極の間の

電圧を測るものである。制御部 1 1 9 は、電気回路全体を制御するものであ

り、詳細は後述する。

[0041 ] 図 7 は、接触電極 1 1 7 a ' 1 1 7 b ' 1 1 7 c ' 1 1 7 d を用いて、突

起構造 1 1 5 が皮膚表面に接触 したかどうかが自動的に検知されるプロセス

を説明するフローチヤ一 卜である。

[0042] まず、図 7 に示すように、突起構造 1 1 5 が皮膚表面に接触 しているかど

うかを判定するための対象電極が、 4 つの接触電極 1 1 7 a 1 1 7 b 1

7 c 7 d の中から2 つ、制御部 1 1 9 により選択される （ステップ

1、以下、単にステップはS と記載する）。なお、 S 1 において選択される

対象電極は、接触部 1 4 の中心点に関して対称となる 2 箇所の接触電極を選

択することが望ましい。たとえば、接触電極 1 1 7 a と接触電極 1 1 7 c と

は、図 5 の （b ) に示すように、接触部 1 4 の中心点に関して対称の位置に

あるので、対象電極の理想的な選択肢となりうる。



[0043] そ して、図 7 に示すように、選択された 2 箇所の接触電極に対 して電流を

流すために、制御部 1 1 9 が対象電極のスイッチングを行う （S 2 ) 。

[0044] たとえば、前述のとおり、接触電極 1 1 7 a と接触電極 1 1 7 c の 2 つの

電極が対象電極として選択されたとする。この場合、図 6 に示す回路構成に

おいて、定電流源 1 1 8 の+ 極が接触電極 1 1 7 a に接続されるとともに、

定電流源 1 1 8 の—極が接触電極 1 1 7 c に接続されるよう、制御部 1 1 9

は、接触電極 1 1 7 a 1 1 7 c と、定電流源 1 1 8 とを接続 （スィッチン

グ）する。同時に、電圧測定回路 1 2 0 の+ 極が接触電極 1 1 7 a に接続さ

れるとともに、電圧測定回路 1 2 0 の—極が接触電極 1 1 7 c に接続される

よう、制御部 1 1 9 は、接触電極 1 1 7 a 1 1 7 c と、電圧測定回路 1 2

0 とを接続 （スイッチング）する。

[0045] このようにしてS 2 における対象電極のスイッチングが完了した後、図 7

に示すように、ユーザが、プロ一プ 1 0 4 を皮膚表面に接触させる （S 3 )

[0046] その後、 S 1 において対象電極として選択された 2 箇所の接触電極間の電

圧が、電圧測定回路 1 2 0 により測定され、その電圧が所定値以下であるか

否かが判断される （S 4 ) 。

[0047] たとえば、前述のとおり、対象電極とした接触電極 1 1 7 a 1 1 7 c が

選択されているとすると、接触電極 1 1 7 a と接触電極 1 1 7 c との間の電

圧が、電圧測定回路 1 2 0 によって測定される。そして、接触電極 1 1 7 a

および接触電極 1 1 7 c のいずれも皮膚表面に対 して接触 していれば、接触

電極 1 1 7 a と接触電極 1 1 7 c との間に電圧降下が生 じ電流が流れる。

[0048] したがって、制御部 1 1 9 に予め所定の電圧値を設定 しておくとともに、

接触電極 1 1 7 a と接触電極 1 1 7 c との間に測定された電圧が、所定の電

圧値以下であるかどうかを制御部 1 1 9 により判断する。もし、測定された

電圧が所定値以下であると判断されれば、図 7 に示すように、 S 5 に進み、

電圧が所定値以下でないと判断されれば、 S 3 に戻る。なお、電圧が所定値

以下であるのか否かの判断を、表示部 1 0 9 における表示や音声によりュ一



ザに報知することで、ユーザは、 2 つの接触電極がいずれも皮膚表面に接触

しているか否かを的確に知ることができる。

[0049] そして、 S 5 においては、プロ一プ先端部 1 1 に配置されている接触電極

がすべて対象電極とされたかどうかを、制御部 1 1 9 は判断する。もし、プ

口一プ先端部 1 1 に配置されているすべての接触電極が対象電極とされてい

れば、励起光が皮膚表面に照射されることにより、皮膚状態の測定が開始さ

れる （S 6 ) 。また、プロ一プ先端部 1 1 に配置されている接触電極の中で

、対象電極とされていない接触電極があれば、 S 1 に戻る。

[0050] たとえば、前述のとおり、接触電極 1 1 7 a 1 1 7 c が対象電極として

選択されているが、接触電極 1 1 7 b 1 1 7 d が対象電極として選択され

ていない場合は、接触電極 1 1 7 b 1 1 7 d を対象電極とすべく、 S に

処理フローが戻る。

[0051 ] その後、 S 2 において、定電流源 1 1 8 の+ 極が接触電極 1 1 7 b に接続

されるとともに、定電流源 1 1 8 の—極が接触電極 1 1 7 d に接続されるよ

う、制御部 1 1 9 は、接触電極 1 1 7 b 1 1 7 d と、定電流源 1 1 8 とを

接続する。同時に、電圧測定回路 1 2 0 の+ 極が接触電極 1 1 7 b に接続さ

れるとともに、電圧測定回路 1 2 0 の—極が接触電極 1 1 7 d に接続される

よう、制御部 1 1 9 は、接触電極 1 1 7 b 1 1 7 d と、電圧測定回路 1 2

0 とを接続する。

[0052] そして、 S 3 および S 4 を踏むことにより、接触電極 1 1 7 b と接触電極

7 d との間の電圧が、所定の電圧値以下であるかどうかが制御部 1 1 9

により判断される。その結果、接触電極 1 1 7 b と接触電極 1 1 7 d との間

の電圧が所定値以下であると判断されるとともに、全ての接触電極が対象電

極とされたら、表示部 1 0 9 に、すべての突起構造 1 1 5 が皮膚表面に接触

したことを表示することでユーザに知らせる。また、同時に皮膚状態の測定

が開始される。

[0053] 〔6 . 可動機構を備えたプロープの構成について〕

図 8 は、本発明の一実施形態に係る測定装置 1 に搭載されるプロ一プの他



の構成例を示す縦断面図である。

[0054] 図 8 に示すように、本構成例に係るプロ一プ2 0 4 は、プロ一プ取手部 （

プロ一プ本体部） 2 1 0 と、X 方向可動部 （可動機構） 2 2 1 と、 Y 方向可

動部 （可動機構） 2 2 2 と、ユーザに接触する接触平面 （第 1接触部、第 2

接触部） 2 1 2 と、X 方向回転軸 2 2 3 と、 Y 方向回転軸 2 2 4 と、バン ド

ルファイバ一 3 とを有 している。なお、接触平面 2 1 2 は、第 1接触部とし

ての接触部 2 1 2 a と、第 2 接触部としての突起構造 2 1 2 b とにより構成

される。

[0055] そ して、詳細は後述するが、測定装置 1 に設けられたX 方向可動部 2 2 1

またはY 方向可動部 2 2 2 により、適切に皮膚表面に接触するよう接触平面

2 を可動させる可動機構が構成される。すなわち、接触平面 2 2 が皮

膚表面に対 して傾いた状態で接触 したとき、可動機構によって接触平面 2

が適切に皮膚表面に接触するように調節されるのである。

[0056] より具体的に説明すれば、X 方向可動部 2 は、X 方向回転軸 2 2 3 を

回転軸として可動する。一方、 Y 方向可動部 2 2 2 は、 Y 方向回転軸 2 2 4

を回転軸として可動する。このようにX 方向可動部 2 およびY 方向可動

部 2 2 2 が可動することによって、接触平面 2 2 はX 方向可動部 2 に

連動するように可動する。これにより、X 方向可動部 2 2 1 およびY 方向可

動部 2 2 2 は、接触平面 2 1 2 を適切に皮膚表面に接触させ、励起光の照射

角度を調節する機能を有 しているものである。

[0057] また、 Y 方向可動部 2 2 2 は、プロ一プ取手部 2 1 0 と、 Y 方向回転軸 2

2 4 によって接続されている。 Y 方向回転軸 2 2 4 は、図 8 に示すように、

Y 方向可動部 2 2 2 を、 Y 方向回転軸 2 2 4 を回転軸として可動させるため

に、 Y 方向可動部 2 2 2 に関 して対称となるように2 箇所に取り付けられて

いる。ただ し、 Y 方向可動部 2 2 2 は、必ず しも備える必要はなく、X 方向

可動部 2 のみで励起光の照射角度を調節 してもよい。 Y 方向可動部 2 2

2 が備えられていないときには、X 方向可動部 2 が前記で説明 したよう

なY 方向可動部 2 2 2 と同 じ位置に配置されることになる。



[0058] さ らに、 Y 方向回転軸 2 2 4 を回転軸 と してプロ一プ取手部 2 0 の内側

で Υ 方向可動部 2 2 2 を可動させるために、 プロ一プ取手部 2 1 0 の皮膚表

面に接触 させる側 には、 Υ 方向可動部 2 2 2 が可動する範囲の大 きさの窪み

が形成 されている。

[0059] また、 X 方向可動部 2 2 1 は、 Υ 方向可動部 2 2 2 とX 方向回転軸 2 2 3

によって接続 されている。 X 方向回転軸 2 2 3 についても、 X 方向回転軸 2

2 3 を回転軸 と してX 方向可動部 2 を可動させるために、 X 方向可動部

2 2 1 に関 して対称 となるように 2 箇所に取 り付けられている。ただ し、図

8 においては、 X 方向回転軸 2 2 3 は 1 箇所のみ しか記載 されていないが、

他の 1 箇所は、 X 方向可動部 2 を挟んで反対側 に取 り付けられているこ

とに留意されたい。

[0060] さ らに、 X 方向回転軸 2 2 3 を回転軸 と して Υ 方向可動部 2 2 2 の内側で

X 方向可動部 2 を可動させるために、 Υ 方向可動部 2 2 2 の内側 には、

X 方向可動部 2 の可動する範囲を考慮 した窪みが形成 されている。

[0061 ] なお、 2 箇所の X 方向回転軸 2 2 3 を直線で結んだときの軸線 と、 2 箇所

の Υ 方向回転軸 2 2 4 を直線で結んだときの軸線は、平行 または重な らない

ように配置することが好ま しい。なぜな ら、 も し、 2 本の軸線が平行 または

重なるになるように、 X 方向回転軸 2 2 3 および Υ 方向回転軸 2 2 4 を取 り

付けると、 X 方向可動部 2 および Υ 方向可動部 2 2 2 は同 じ方向に可動

して しまう。 これに伴い、励起光の照射角度の調節をすることができる方向

が 1 方向のみになって しまう。

[0062] しか しなが ら、励起光の照射角度 を 1 方向のみ とするのであれば、 Υ 方向

可動部 2 2 2 を取 り付けずに、 X 方向可動部 2 のみで実現することがで

きる。つまり、 2 本の軸線が平行 または重なるようにX 方向回転軸 2 2 3 お

よび Υ 方向回転軸 2 2 4 を取 り付け、 X 方向可動部 2 および Υ 方向可動

部 2 2 2 の 2 つの可動部 を設けると、部品数が増えるが 1 方向のみの可動 し

かできないので、わざわざ 2 つの可動部 を設ける意味が無 くなる虞があるか

らである。



[0063] すなわち、X 方向回転軸 2 2 3 およびY 方向回転軸 2 2 4 による2 本の軸

線は、ね じれの位置にある関係であり、互いに9 0 ° 異なる方向に伸びる方

向に配置されていることが好ましい。それは、軸線を当該配置になるように

、 X 方向回転軸 2 2 3 および Υ 方向回転軸 2 2 4 を取り付けることによって

、 X 方向可動部 2 に取り付けられている後述する接触平面 2 2 の可動

範囲が最大になり、フレキシブルに励起光の照射角度を調節することができ

るからである。なぜなら、X 方向回転軸 2 2 3 により2 方向に角度調節を行

うことができ、 しかもΥ 方向回転軸 2 2 4 によりさらに2 方向の角度調節が

できるので、合計 4 方向の角度調節が実現されているからである。

[0064] また、接触平面 2 2 は、X 方向可動部 2 2 に取り付けられ、バ ン ドル

ファイバ一 3 を固定 している。そして、接触平面 2 1 2 は、X 方向可動部 2

またはΥ 方向可動部 2 2 2 が可動することにより、それらの動きにとも

なった動作をする。

[0065] さらに、プロ一プ取手部 2 0 の内部には、接触平面 2 2 とは反対側か

らバン ドルファイバ一 3 が通されており、バン ドルファイバ一 3 の先端は、

接触平面 2 2 によって挟み込まれるように接触平面 2 2 に固定されてい

る。そして、バン ドルファイバ一 3 の内部には、前述のとおり、 2 種類のフ

アイバ一 （励起側光ファイバ一 7 、受光側光ファイバ一 8 ) が揷入されてい

る。

[0066] 以下、各構成についての詳細を説明する。

[0067] 6 - . X 方向可動部の構成について〕

図 9 の （a ) は、 X 方向可動部 2 2 1 を上方からみた図であり、図 9 の （

b ) はX 方向可動部 2 2 1 を正面からみた図であり、図 9 の （c ) はX 方向

可動部 2 2 1 を下方からみた図であり、図 9 の （d ) は、 X 方向可動部 2 2

を側方からみた図である。

[0068] 図 9 の （a ) に示すように、X 方向可動部 2 2 1 は、X 方向可動本体部 2

2 5 と、照射/ 受光孔 2 2 6 と、バン ドルファイバ一通過穴 2 1 3 a と、 2

箇所のX 方向回転軸受 2 2 7 とを有 している。



[0069] 図 9 の （a ) に示される照射/ 受光孔 2 2 6 は、バ ン ドルファイバ一通過

穴 2 1 3 a を通過 してバ ン ドルファイバ一 3 を揷入することができるように

、 X 方向可動本体部 2 2 5 の中心に配置されている。照射/ 受光孔 2 2 6 の

大 きさまたはおよび形状は、バ ン ドルファイバ一 3 に応 じて自由に設計する

ことができる。 また、図 9 の （b ) に示されるように、照射/ 受光孔 2 2 6

は、 X 方向可動本体部 2 2 5 の下部 まで伸びており、バ ン ドル ファイバ一通

過穴 2 3 a に接続されている。

[0070] また、図 9 の （b ) 〜図 9 の （d ) に示されるように、 ノくン ドルファイバ

—通過穴 2 1 3 a は、照射/ 受光孔 2 2 6 よりも大きな穴となっている。 こ

れは、 X 方向可動部 2 2 1 が、 X 方向回転軸 2 2 3 を回転軸 として可動する

ときに、バ ン ドルファイバ一 3 が X 方向可動部 2 の中で動 くことができ

る余裕のある領域が必要であるか らである。

[0071 ] さ らに、図 9 の （a ) 、図 9 の （b ) 、図 9 の （d ) に示されるX 方向回

転軸受 2 2 7 は、 X 方向回転軸 2 2 3 を揷入するためのものである。そ して

、 X 方向回転軸受 2 2 7 が配置される場所は、 X 方向回転軸 2 2 3 の配置に

応 じて決めればよい。ただ し、 2 つの X 方向回転軸受 2 2 7 は、照射/ 受光

孔 2 2 6 に関 して対称 となる位置に配置されていることが好ま しい。

[0072] 6 - 2 . Y 方向可動部の構成について〕

図 1 0 の （a ) は、 Y 方向可動部 2 2 2 を上方か らみた図であ り、図 1 0

の （b ) は Y 方向可動部 2 2 2 を正面か らみた図であ り、図 1 0 の （c ) は

、 Y 方向可動部 2 2 2 を下方か らみた図であ り、図 1 0 の （d ) は Y 方向可

動部 2 2 2 を側方か らみた図である。

[0073] 図 1 0 の （a ) か ら図 1 0 の （d ) に示されるように、 Y 方向可動部 2 2

2 は、 Y 方向可動本体部 2 2 8 と、 2 箇所のX 方向回転軸 2 2 3 と、バ ン ド

ルファイバ一通過穴 2 1 3 b と、 2 箇所の Y 方向回転軸受 2 2 9 とを有 して

いる。

[0074] 図 1 0 の （b ) に示されるように、 Y 方向可動本体部 2 2 8 は、 X 方向回

転軸 2 2 3 を介 して、 X 方向可動部 2 2 1 と接続されるため、 Y 方向可動本



体部 2 2 8 の内側に、窪みがある形状となっている。窪みの大きさは、X 方

向可動部 2 2 1 が、X 方向回転軸 2 2 3 を回転の軸として、可動させること

ができる大きさであればよい。

[0075] 図 1 0 の （a ) から図 1 0 の （d ) に示される2 箇所のX 方向回転軸 2 2

3 は、 Y 方向可動本体部 2 2 8 にバンドルファイバ一通過穴 2 1 3 b に関 し

て対称となるように配置されている。X 方向回転軸 2 2 3 は、上述 したとお

り、X 方向可動部 2 を可動させる回転の軸となるものである。

[0076] また、X 方向回転軸 2 2 3 が配置されているY 方向可動本体部 2 2 8 の面

とは異なる面に、 2 箇所のY 方向回転軸受 2 2 9 が配置されている。Y 方向

回転軸受 2 2 9 についても、X 方向回転軸 2 2 3 と同様に、バ ン ドル フアイ

バ一通過穴 2 1 3 b に関 して対称となるように配置されている。さらに、Y

方向回転軸受 2 2 9 には、 Y 方向回転軸 2 2 4 が挿入される。

[0077] また、バ ン ドル ファイバ一通過穴 2 1 3 b は、バ ン ドル ファイバ一通過穴

3 a と同様に、バンドルファイバ一3 を通過させるようになつている。

ノくンドルファイバ一通過穴 2 1 3 b は、図 1 0 の （c ) のように2 箇所のX

方向回転軸 2 2 3 を結んでできる軸線の方向に長い長方形の形状となってい

る。なぜなら、Y 方向可動部 2 2 2 がY 方向回転軸 2 2 4 を回転軸として回

転するときに、バ ン ドル ファイバ一3 は、 Y 方向回転軸 2 2 4 の回転に伴つ

て 2 箇所のX 方向回転軸 2 2 3 を結んでできる軸線の方向に動く。そのため

、バンドルファイバ一3 が動く領域が必要であるからである。

[0078] 6 - 3 . プロ一プ取手部の構成について〕

図 1 1 は、プロ一プ取手部 2 0 の縦断面図を示 している。

[0079] プロ一プ取手部 2 1 0 は、 Y 方向回転軸 2 2 4 と、バ ン ドル ファイバ一通

過穴 2 1 3 c と、プロ一プ取手本体部 2 3 0 とによって構成されている。

[0080] プロ一プ取手本体部 2 3 0 は、人間の手で持ちやすいような形状 大きさ

とされる。また、プロ一プ取手本体部 2 3 0 の皮膚表面に近づける側の先端

は、窪みがある形状となっている。これは、先に説明したように、プロ一プ

取手部 2 1 0 の上方に配置されているY 方向可動部 2 2 2 が、 Y 方向回転軸



2 2 4 を回転の軸 として可動させ られるようにするためである。

[0081 ] 7 . Z 方向可動部の構成について〕

さらに、皮膚表面に対 して離間ない し接近させる方向 （Z 方向）に接触平

面を移動させる Z 方向可動部 （移動機構）を設けることによって、接触平面

3 2 が、皮膚表面に接触する圧力を調節することができる。圧力を適切に

調節することによって、励起光の照射角度を安定させることができる。ゆえ

に、再現性の高い測定を行 うことができる。 この点について、図 1 2 の （a

) および図 1 2 の （b ) を用いて以下に説明する。

[0082] 図 1 2 の （a ) および図 1 2 の （b ) は、 Z 方向可動部 3 3 1 をプロ一プ

3 0 4 に設けたときを示す図である。特に、図 1 2 の （a ) はプロ一プ 3 0

4 の縦断面図であ り、図 1 2 の （b ) は Y 方向可動部 3 2 2 よび X 方向可動

咅 2 1 の側面図を示 している。

[0083] 図 1 2 の （a ) に示すように、接触平面 3 2 は、第 1接触部 としての接

触部 3 1 2 a と、第 2 接触部 としての突起構造 3 1 2 b とを備えている。 ま

た、 X 方向可動部 3 2 1 とY 方向可動部 3 2 2 とを接続するために、 X 方向

回転軸 3 2 3 が設けられている。

[0084] 図 1 2 の （a ) および図 1 2 の （b ) に示すように、 Z 方向可動部 3 3 1

は、 プロ一プ取手部 3 0 とY 方向可動部 3 2 2 との間に配置されている。

Z 方向可動部 3 3 は、接触平面 3 2 が皮膚表面に対 して接触する方向お

よび離間する方向に伸縮するように配置されればよい。

[0085] また、 Z 方向可動部 3 3 1 は、弾性があるものであれば何で構成されても

よい。例えば、スプリングやゴム等が考えられる。

[0086] そ して、 Z 方向可動部 3 3 1 の伸縮に伴 って Y 方向可動部 3 2 2 を Z 方向

に適切に移動させるために、図 1 2 の （b ) に示されるように、 Y 方向可動

部 3 2 2 には Y 方向回転軸受 3 2 9 が設けられている。 Y 方向回転軸受 3 2

9 の内部には、 Y 方向回転軸 3 2 4 が Z 方向に上下動できるよう、 Z 方向可

動部 3 3 が伸縮する方向に長い穴が形成されている。

[0087] なお、図 1 2 の （b ) では、 X 方向回転軸 3 2 3 および Y 方向回転軸 3 0



3 が記載されている。X 方向回転軸 3 2 3 は、X 方向可動部 3 2 1 の回転軸

となるものであり、 Y 方向回転軸 3 2 4 は、 Y 方向可動部 3 2 2 の回転軸と

なるものである。X 方向回転軸 3 2 3 はX 方向回転軸 2 2 3 に対応 し、 Y 方

向回転軸 3 2 4 はY 方向回転軸 2 2 4 に対応するものであるため、ここでは

説明を省略する。

[0088] 〔8 . まとめ〕

以上のとおり、本発明に係る測定装置は、皮膚に対 して励起光を照射する

ことにより、皮膚内のA G E s を測定するものである。そして、励起光を生

体に照射する照射部を保持するとともに生体に接触する第 1接触部と、当該

第 1接触部が生体と接触する接触面とほぼ同一平面にて、生体と接触する第

接触部とを設けることで、プロ一プが皮膚表面に適切に接触 したかどうか

をユーザは知ることができる。そのために、ユーザ自身でプロ一プの接触状

態を修正することによって、皮膚内のA G E s を高い再現性で測定すること

が可能となる。

[0089] 本発明に係る測定装置の一態様によれば、励起光源から導光される励起光

を生体に照射する照射部と、前記励起光の照射によって生 じる蛍光を受光す

る受光部とを備える測定装置であって、前記照射部を保持するとともに前記

生体に接触する第 1接触部と、前記第 1接触部が前記生体と接触する接触面

とほぼ同一平面にて、前記生体と接触する第 2 接触部とを有 しているもので

ある。

[0090] 前記構成のように、第 1接触部が生体と接触する接触面とほぼ同一平面に

て、前記生体と接触する第 2 接触部とを有 していることにより、第 2 接触部

が生体に接触すると、生体 （ユーザ）は、第 2 接触部が、生体の皮膚に接触

したことを感 じることができる。生体は、第 2 接触部が皮膚に接触 したこと

を感 じることで、その接触面積等により、第 1接触部の接触状態が傾いてい

ないかどうかを確認することができる。これにより、測定装置が傾いている

ことを感 じた生体は、生体自身で第 1 の接触部が傾いていない状態に修正す

ることができる。よって、適切な接触状態で生体に第 1接触部を接触させる



ことができるため、適切な角度で励起光を照射 し、蛍光を受光することがで

きる。ゆえに、測定の再現性を向上させることができる。

[0091 ] さらに、本発明の測定装置の一態様は、前記構成の測定装置において、前

記第 2 接触部が、前記第 1接触部が前記生体に接触する方向に隆起する 2 つ

以上の突起から構成されてもよい。

[0092] 前記構成のように、第 2 接触部を 2 つ以上の突起から構成することによつ

て、生体 （ユーザ）は、自身に接触 している突起の数から、第 1接触部の接

触状態が傾いていないかどうかを知ることができる。また、突起が隆起する

方向が、第 1接触部が生体に接触する方向であると、第 1接触部が、生体に

接触 したことを適切に感 じることができる。

[0093] 例えば、第 2 接触部が 2 つの突起であり、生体が、第 2 接触部が 1 つのみ

生体に接触 していることを感 じたとき、もう一方の第 2 接触部は生体に接触

していないことになる。両方の突起が、生体に接触 していないということは

、第 1接触部が、傾いて生体に接触 していることになり、第 1接触部が傾い

ていることを知った生体は、 2 つの突起が生体に接触するように自分自身で

修正することができる。

[0094] さらに、本発明の測定装置の一態様は、前記構成の測定装置において、前

記第 2 接触部が、前記第 1接触部を取り囲む形状であってもよい。

[0095] 前記構成のように、第 2 接触部を、第 1接触部を取り囲む形状にすること

によって、第 2 接触部を設計することができるバリエーションを広げること

ができる。例えば、第 2 接触部の形状を、円形や多角形とすることもできる

[0096] さらに、本発明の測定装置の一態様は、前記構成の測定装置において、前

記第 2 接触部が前記生体に接触 したことを検出する接触検出手段を有 してい

てもよい。

[0097] 前記構成のように、第 2 接触部が生体に接触 したことを検出する接触検出

手段を有することによって、生体 （ユーザ）の感触によらなくても、第 2 接

触部が生体に接触 していることを検出することができる。



[0098] さらに、本発明の測定装置の一態様は、前記構成の測定装置において、前

記接触検出手段が、前記第 2 接触部における2 点間の電圧を計測することで

、前記第 2 接触部が生体に接触したことを検出してもよい。

[0099] 前記構成のように、接触検出手段で、第 2 接触部における2 点間の電圧を

計測し、電圧が低下したことを知ることにより、第 1接触部が生体に適切に

接触したことを知ることができる。

[01 00] さらに、本発明の測定装置の一態様は、前記構成の測定装置において、前

記励起光が、後期糖化反応生成物を測定するために適した波長範囲を有して

いてもよい。

[01 0 1 ] 前記構成のように、励起光の波長範囲を、後期糖化反応生成物を測定する

ために適した波長範囲とすることによって、生体内のA G E s の測定を適切

に行うことができる。

[01 02] さらに、本発明の測定装置の一態様は、前記構成の測定装置において、前

記励起光の前記生体に対する照射角度が調節されるように前記第 1接触部を

可動させる可動機構を備えていてもよい。

[01 03] 前記構成のように、可動機構を備えることにより、第 1接触部を可動させ

ることができる。そのため、第 1接触部が保持している照射部から生体に照

射される励起光の照射角度を調節することができ、照射部は、適切な照射角

度で励起光を生体に照射することができる。ゆえに、測定の再現性を向上さ

せることができる。

[01 04] さらに、本発明の測定装置の一態様は、前記構成の測定装置において、前

記可動機構が、前記第 1接触部と前記生体とを離間ないし接近させる方向に

移動させる移動機構を有していてもよい。

[01 05] 前記構成のように、移動機構が、第 1接触部を生体に対して離間ないし接

近させる方向に移動させることによって、第 1接触部が生体に与える圧力を

調節することができる。これにより、適切な圧力で第 1接触部を生体に接触

させることができ、励起光の照射角度を安定させ、測定の再現性をさらに向

上させることができる。



産業上の利用可能性

[01 06] 本発明は、皮膚内の A G E s をモニタ リングすることで、肌の健康状態、

老化 を評価する測定装置 に利用することがで きる。

符号の説明

[01 07] 測定装置

2 測定装置本体部

3 バ ン ドル フ ァイバ 一

4 、 1 0 4 、 2 0 4 、 3 0 4 プロープ

5 励起光源

励起側光 ファイバ一 （

照射部）

8 受光側光 ファイバ一 （

受光部）

1 0 、 2 1 0 、 3 1 0 プローブ取手部 （プロ

ープ本体部）

4 接触部 （第 1 接触部）

1 5 、 1 1 5 突起構造 （第 2 接触部

)

6 隆起構造 （第 2 接触部

)

1 1 7 a 、 1 1 7 b 、 1 1 7 c 、 7 d 接触電極 （接触検 出手

段）

8 定電流源 （接触検 出手

段）

9 制御部 （接触検 出手段

)

0 電圧測定回路 （接触検

出手段）



2 2 1 、 3 2 1 X 方向可動部 （可動機

構）

2 2 2 、 3 2 2 Y 方向可動部 （可動機

構）

3 3 z 方向可動部 （移動機

構）



請求の範囲

励起光源か ら導光 される励起光 を生体 に照射する照射部 と、前記励

起光の照射 によって生 じる蛍光 を受光する受光部 とを備 える測定装置

であ って、

前記照射部 を保持するとともに前記生体 に接触する第 1 接触部 と、

前記第 1 接触部が前記生体 と接触する接触面 とほぼ同一平面 にて、

前記生体 と接触する第 2 接触部 とを有 していることを特徴 とする測定

装置。

前記第 2 接触部 は、前記第 1 接触部が前記生体 に接触する方向に隆

起する 2 つ以上の突起か ら構成 されることを特徴 とする請求項 1 に記

載の測定装置。

前記第 2 接触部 は、前記第 1 接触部 を取 り囲む形状であることを特

徴 とする請求項 1 に記載の測定装置。

前記第 2 接触部が前記生体 に接触 した ことを検 出する接触検 出手段

を有 していることを特徴 とする請求項 1 か ら3 の何れか 1 項 に記載の

測定装置。

前記接触検 出手段 は、前記第 2 接触部 における 2 点間の電圧 を計測

することで、前記第 2 接触部が生体 に接触 した ことを検 出することを

特徴 とする請求項 4 に記載の測定装置。

前記励起光は、後期糖化反応生成物 を測定するために適 した波長範

囲を有 していることを特徴 とする請求項 1 か ら 5 の何れか 1 項 に記載

の測定装置。

前記励起光の前記生体 に対する照射角度が調節 されるように前記第

接触部 を可動 させる可動機構 を備 えていることを特徴 とする請求項

1 か ら 6 の何れか 1 項 に記載の測定装置。

前記可動機構 は、前記第 1 接触部 と前記生体 とを離間ない し接近 さ

せる方向に移動 させる移動機構 を有することを特徴 とする請求項 7 に

記載の測定装置。

























INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 2 0 8 3
A . CLASSIFICATION OF SUBJECT MATTER
Ά 6 1 Β 5/0 0 ( 2 6 1 ) i , Ά 6 1 Β 5/1 0 7 ( 2 0 0 . 0 1 ) i , Ά 6 1 Β 1 0/0 0 ( 2 0 0 6 . 0 1 ) i , G01N21 / 6 4
( 2 0 0 6 . 0 1 ) i , G01N33/52 ( 2 0 0 6 . 0 1 )

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B . FIELDS SEARCHED
Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
A 6 1B5 / 0 0 - 5 / 2 2

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2013
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1 971-2013 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2013

Electronic data base consulted during the international search (name of data base and, where practicable, search terms used)

C . DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

Y J P 2 0 0 9 - 2 4 7 4 3 0 A ( Po l a Chemi cal I ndus trie s 1 - 8
I n c . ) ,
2 9 Octobe r 2 0 0 9 ( 2 9 . 1 0 . 2 0 0 9 ) ,
fig . 1
( a mi l y ： none )

Y WO 0 2 / 0 0 2 0 0 1 2 (ASTRON CLINI CA ：LTD . ) , 1 - 8
1 0 January 2 0 0 2 ( 1 0 . 0 1 . 2 0 0 2 ) ,
fig . 2 5
& J P 2 0 0 4 - 5 0 1 7 1 2 A & US 2 0 0 4 / 0 0 9 2 8 0 2 A l

Y J P 2 0 0 1 - 1 7 8 7 0 5 A (Kabushi k i Kai sha So s e i 7 - 8
Denshi ) ,
0 3 Jul y 2 0 0 1 ( 0 3 . 0 7 . 2 0 0 1 ) ,
f i g . 1 t o 8
( a mi l y ： none )

Further documents are listed in the continuation of Box C . See patent family annex.

* Special categories of cited documents: " later document published after the international filing date or priority
"A document defining the general state of the art which i s not considered date and not in conflict with the application but cited to understand

to be of particular relevance the principle or theory underlying tiie invention

"E earlier application or patent but published on or after the international "X" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
filing date considered novel or cannot be considered to involve an inventive

L document which may throw doubts on priority claim(s) or which i s step when the document i s taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other "Y" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring to an oral disclosure, use, exhibnion or other means combined with one or more other such documents, such combination

"P" to the international filing date but later than being obvious to a person skilled in the art
"&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
0 9 January , 2 0 1 3 ( 0 9 . 0 1 . 1 3 ) 2 2 January , 2 0 1 3 ( 2 2 . 0 1 . 1 3 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Of f i c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 2 0 8 3

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

A J P 2 0 0 7 - 0 2 0 9 8 7 A ( o r i tex Corp . ) , 1 - 8
0 1 February 2 0 0 7 ( 0 1 . 0 2 . 2 0 0 7 ) ,
fig . 1 t o 2
( a mi l y ： none )

Form PCT/ISA/2 10 (continuation of second sheet) (July 2009)



国 際調 査 報告 国際 出願 番 号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 2 0 8 3

発 明 の属す る分 野 の分類 （国際特許 分類 （I P C ) )

Int.Cl. A61B5/00 (2006. 01) i , A61B5/107 (2006. 01) i , A61B10/00 (2006. 01) i ， G01N21/64 (2006. 01) i
G01N33/52 (2006. 01) i

B . — 調 査 を行 った分 野

調 査 を行 った最小 限資 料 （国 際特許 分類 （I P C ) )

Int.Cl. A61B5/00-5/22

最 小 限資料 以外 の資料 で調 査 を行 った分 野 に含 まれ る もの

日本 国実用新 案公 報 9 2 2 - 1 9
日本 国公 開実用新 案公 報 9 7 1 - 2 0
日本 国実用新 案 登録公 報 9 9 6 - 2 0
日本 国登録 実用新 案公 報 9 9 4 - 2 0

国 際調 査 で使 用 した電 子デ -ス （デ ぃ -ス の 9名111 称 、調 査 に使 用 した用 語 )
6333
年年年年

C . 関連 す る と認 め られ る文献
引用文 献 の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文 献名 及 び一部 の箇所 が 関連 す る とき は、 そ の 関連す る箇所 の表 示 請 求項 の番 号

Y JP 2009-247430 A (ポ ー ラ化 成 工 業株 式 会 社 ) 1-8
2009. 10. 29， 図 1

( フ ア ミ リー な し）

0 02/002001 A2 (AST匪 CLINICA LIMITED) 1-8

2002. 01. 10， 図 2 5

& JP 2004-501712 A & US 2004/0092802 A l

C 欄 の続 き に も文 献 が列 挙 され てい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参 照。

* 引用 文献 の 日の 後 に公 表 され た文献
ΓΑ 」特 に 関連 の あ る文献 で は な く、一般 的技術 水 準 を示す 「Τ 」国際 出願 日又 は優 先 日後 に公 表 され た文 献 で あ って

も の 出願 と矛 盾 す るもので はな く、発 明 の原 理 又 は理 論
ΓΕ 」国 際 出願 日前 の 出願 また は特許 で あ るが 、国際 出願 日 の理解 のた め に引用す るもの

以後 に公 表 され た も の 「X 」特 に 関連 の あ る文献 で あ って 、 当該 文献 のみ で発 明
「L 」優 先 権 主 張 に疑 義 を提起 す る文 献 又 は他 の文献 の発 行 の 新 規性 又 は進 歩性 が ない と考 え られ る も の

日若 し くは他 の特 別 な理 由 を確 立 す るた め に 引用 す ΓΥ 」特 に 関連 の あ る文献 で あ って 、 当該 文献 と他 の 1 以
る文 献 （理 由を付す ） 上 の文 献 との 、当業者 に とって 自明 で あ る組 合せ に

Γθ 」 口頭 に よ る開示 、使 用 、展示 等 に言及 す る文 献 よって進 歩性 が ない と考 え
ΓΡ 」国 際 出願 日前 で、かつ優 先 権 の主 張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一 パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国 際調 査 を完 了 した 日 国際調 査 報告 の発 送 日
0 9 . 0 2 0 1 3 2 2 . 0 1 . 2 0 1 3

国 際調 査機 関の名 称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限 の あ る職員 ） 2 Q 3 6 0 4

日本 国特許 庁 （I S A J Ρ ) 佐 藤 高之
郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京 都 千代 田区霞 が 関三 丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 2 9 2

様 式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C J P 2 0 0 8 2 0 8 3

C (続き）. 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

Y JP 2001-178705 A (株式会社創成電子) 7-8
2001. 07. 03，図 1 - 8
( フ ア ミ リーな し）

JP 2007-020987 A (株式会 ク 1-8
2007. 02. 01, 図 1 -
( フ ア ミ リーな し）

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジの続き） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

